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Ⅰ．問題の所在
欧州経済共同体を設立する条約1（以下「EEC条約」）30条（現 EU運
営条約34条）は，輸入数量制限と「同等の効果を有するあらゆる措置」
（以下「同等効果措置」）を EU構成国間において禁止する。この概念を，
ダッソンヴィル事件の欧州司法裁判所は次のように解釈した（以下「ダッ
ソンヴィル定式」)2。
直接的であれ間接的であれ（directly or indirectly），現実的であれ潜
在的であれ（actually or potentially），〔EU〕域内通商を阻害する可能
性のある（capable of hindering intra-[EU] trade），構成国により制定
されたすべての通商規制は，数量制限と同等の効果を有する措置とみ
なされなければならない。
1 本論文では1958年に EEC条約が発効してから1974年にダッソンヴィル定式が成
立するまでの法の発展に焦点を当てる。よって EEC条約の条文をそのまま挙げ，
現行の EU条約および EU運営条約に対応条文がある場合には初出の際にのみ該当
条文を示した。現行 EU基本条約の該当条文がない場合は示していない。以上をお
断りする。
2 Case 8/74 Dassonville [1974] ECR 837, para. 5.
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この解釈は今日では自明視されている3。しかし欧州共同体を設立する
条約の発効（1958年）当初からそう解されていたのではない。1958年から
ダッソンヴィル先決裁定（1974年）までは17年を要した。では，その間に
いかなる基盤が整えられた結果，ダッソンヴィル定式の成立に至ったか。
以下この問題を検討する。
この解釈定式は EU構成国のきわめて広範囲の規制措置を禁止対象に含
めた。その規制緩和志向的な法解釈は EU域内の経済統合を推進した。そ
のダッソンヴィル定式の成立は，裁判所の法解釈によって貿易自由化を進
めて許される条件基盤を考察するための材料を提供していないか。そうだ
とすれば本論文の検討は，たとえば内国民待遇を命ずる GATT3条4項
や数量制限を禁止する同11条のような貿易制限的措置の禁止規定の解釈問
題を解くための判断材料を提供する基礎研究となるだろう4。こうした問
題関心から，以下ではダッソンヴィル事件前（Ⅱ）と同事件（Ⅲ）の順に
ダッソンヴィル定式の成立を同時代的に再構成しながら検討を進める。
3 Oliver, P. in Oliver, P. (ed.), Oliver on Free Movement of Goods in the European
Union (5th edn, 2010) 93：「この定義は後続のほとんどすべての事件において繰り
返されている。」ただし，ケック事件の欧州司法裁判所は，無差別的な販売態様規
制をダッソンヴィル先決裁定にいう数量制限と同等の効果を有する措置から除いた。
Joined Cases C-267/91 and C-268/91 Keck [1993] ECR I-6097, para. 16. 同裁定の解
説は中村民雄・須網隆夫編著『EU法基本判例集（2版）』（日本評論社，2010年）
190-195頁。
4 先行業績は，とくに Verhoosel, G., National Treatment and WTO Dispute Settle-
ment: Adjudicating the Boundaries of Regulatyory Autonomy (2002); Slotboom, M., A
Comparision of WTO and EC Law: Do Different Treaty Purposes Matter for Treaty
Interpretation? (2006); Gaines, S. E. et al. (eds), Liberalising Trade in the EU and
WTO: A Legal Comparison (2012).
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Ⅱ．ダッソンヴィル事件前
A．EEC条約における共同市場の漸進的確立
EEC条約は移行期間の制度を設けることによって共同市場の漸進的確
立を目指した。その「共同市場は，〔1958年1月1日の条約発効時点から
1969年12月31日までの〕移行期間中に漸進的に確立される」（8条1項1
段）。この12年の移行期間は各4年の3段階に画した（同2段）。関税およ
び同等の効果を有する課徴金に関しては，新規引上げを禁止した上で，移
行期間の各段階満了までの一律引下げ義務および移行期間満了までの完全
撤廃義務を構成国に課した（12条，13条1項および2項）。数量制限およ
び同等効果措置に関しても新規導入を禁止した上（31条），遅くとも移行
期間満了までに漸進的に撤廃すべき義務を課した（32条）。
ただし移行期間中の同等効果措置の撤廃には次の二点の限界があった。
第一は，EEC条約30条に直接効果が認められていなかった点である。
1963年のファンヘント・エン・ロース事件の欧州司法裁判所は，EEC条
約規定が直接効果を生ずるために問題となる規定がみたすべき要件をいう。
すなわち，当該規定が「一定の作為ではなく不作為を命ずる明確かつ無条
件の禁止〔義務〕を含んで〔おり，加えてかかる義務が，その〕実施を国
内法上の積極的立法行為にかからしめるような構成国側の留保によって制
限されていない5」という要件である。移行期間中の構成国は，国内立法
措置を通じて漸進的に同等効果措置を廃止すればよかったから，30条は上
記要件をみたさないと考えられた6。それゆえ個人は国内裁判所において
同条を援用できなかったし，先決裁定手続を通じて国内裁判所の付託する
5 Case 26/62 van Gend en Loos [1963] ECR 1, 13.
6 欧州司法裁判所が30条の直接効果を認めたのは遅く1977年の Case 74/76 Ianelli
& Volpi v. Meroni [1977] ECR 557, para. 13においてである。
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同条の解釈問題を欧州司法裁判所が扱うこともなかった。この状態が変化
したのは1970年である。EEC条約起草者は，移行期間満了時を「すべて
の本条約規定の効力発生の最終期限および共同市場確立に関するすべての
措置の実施の最終期限」とした（8条7項）。この規定によって，移行期
間満了以降ようやく同等効果措置を禁止する30条にも完全な効力が認めら
れ，欧州司法裁判所が30条の解釈問題を扱えるようになった。それまでは
同等効果措置の新規導入を禁ずる31条の適用事例しかなかった。
第二は，条約起草者が同等効果措置概念の定義規定を置かず，概念内容
の明確化の余地を広く残した結果，撤廃すべき同等効果措置の範囲が不明
確のまま残された点である。ただし条約起草者は欧州委員会に対して委員
会指令の採択権限を付与することによって，不明確点を解消しようとした。
すなわち「欧州委員会は，数量制限と同等の効果を有する措置であって本
条約発効時点において効力を有していたものを構成国間において撤廃すべ
き手続および予定に関して指令を定める」とした（33条7項）。
共同市場の漸進的確立の枠組みからはダッソンヴィル定式成立への方向
性を読み取れるか。1960年代の経済統合は条約所定の予定よりも早く進展
した。閣僚理事会は，決定66／532号7において「EEC条約附属書 IIに列
挙された〔農〕産品を除くすべての商品の他の構成国からの輸入に際して
のあらゆる数量制限を終局的に撤廃することが妥当である」（立法理由3
段）という認識に基づいて，かかる商品の「他の構成国からの輸入に際し
て数量制限を課してはならない」と定めた（3条）。この規定は EEC条
約30条の部分的反覆にすぎない。とはいえ，政治的機関としての閣僚理事
会が，移行期間満了よりも早い1966年7月時点において数量制限措置の禁
7 Entscheidung 66/532/EWG vom 26. Juli 1966 über die Abschaffung der Zölle und
das Verbot der mengenmäßigen Beschränkungenzwischen den Mitgliedstaaten sowie
über die Anwendung der Zollsätze des Gemeinsamen Zolltarifs für die in Anhang II
des Vertrages nicht aufgeführten Erzeugnisse, ABl. EG 165 vom 26. Juli 1966, S. 2971.
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止を再確認したことは，他の EEC機関が次なる課題としての同等効果措
置の撤廃に取組む上での政治的動因を与えることとなった。
そのことは1958年から1967年までの欧州委員会委員長ハルシュタイン
（W. Hallstein）が1969年に述べていることと相通ずる。彼は経済統合が
「域内市場類似の状態」に近似していく上での取組み課題を「関税国境」，
「税制国境」および「行政国境」の撤廃に三分類した8。行政国境は，衛
生検疫措置や製品基準などの措置を広く含む概念である。それは同等効果
措置をも含む。その行政国境の効果は関税と同じく越境的取引を困難もし
くは高費用にする点にあるとハルシュタインは評価する9。つまり，関税
国境撤廃の結果，関税と同等の効果を有する行政国境の撤廃が次の課題だ
という。こうした展望は，EEC条約が共同市場創設の漸進的枠組みと，
EEC機関の共同市場創設への継続的関与の枠組みを定めていたからこそ
拓けた。
経済統合強化の方向性についてはイプセン（H. P. Ipsen）が次のように
説明する10。
関税同盟と並んで，商品移動に対する数量制限の撤廃は，共同市場に
おける商品の自由な移動の確保に資するものであり，これは EEC条
約30条から37条の規律するところである。……数量制限，とりわけ対
外経済取引に関する数量割当の留保とそれに対応した許可留保による
ものは，とりわけ第一次世界大戦以来，各国の通貨政策，金利政策お
よび保護主義的動機のゆえに次第に行われるようになった。以来，商
品移動の自由化のためのあらゆる国際的努力，とくに OEEC
（OECD）および GATTのそれは，それゆえ数量制限の削減と撤廃に
8 Hallstein, W., Der unvollendete Bundesstaat (1969) 93-4.
9 Ibid.
10 Ipsen, H. P., Europäisches Gemeinschaftsrecht (1972) 587.
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対しても及ぶようになっている。内国市場類似の状態を共同市場に作
り出すことには相応の措置を必要とする。そうした措置は，統合原則
（Integrationsprinzip）に対応しつつ，共同体法上の権限と規制に委ね
られなければならなかった。
ここで経済統合強化の方向性は三つの論理によって説明されている。第
一は，商品自由移動関連規定に言及し，その網羅性・体系性から経済統合
強化の方向性を導き出すという論理である。第二に，従来の国際的努力の
蓄積（すなわち OEECにおける数量制限撤廃の取組11や GATT）に訴える
という歴史的説明の論理である。そこでは「内国市場類似の状態」への言
及の示すように，欧州経済統合は従前の貿易自由化を上回るとされる。よ
り重要なのは，第三の統合原則から商品自由移動の実現を説明するという
論理である。
統合原則とは，EEC創設の憲法過程の分析からイプセンが導き出した
原則である。彼の所説によれば，EEC条約締結は，単なる当事国の意思
の合致を超えるものである。各国は，欧州統合推進への協力を国家に授権
する憲法規定に基づいて行為し，同方向に一致する各国意思を共同意思に
融合させ，これによって国家外から作用する法的効果を生み出す「各国の
統合権力の合同行為（Gesamtakt staatlicher Integrationsgewalt）」を行っ
た。この「合同行為」に基づいて成立したのが EECである。ゆえに統合
の法は，国家の外にありつつ国家に対して自律的に作用する法秩序として
方向づけられており12，また自律的法秩序に支えられた不可逆的な統合推
進という原則（＝統合原則）が EEC条約の中に読みとれる。商品自由移
動の実現も統合原則の適用場面のひとつであり，「共同体法上の権限と規
11 EEC 条約以前の数量制限撤廃の取組みについては，Wohlfarth, E. et al., Die
Europäische Gemeinschaft. Kommentar zum Vertrag (1960) 78-9参照。
12 Ipsen, n. 10 above, 61-2.
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制に」よって実現されるという。
EEC創設の憲法過程から，商品自由移動原則関連の個別規定の実体的
内容に及ぶ帰結までを演繹する論理は，それが今日的妥当性をもつかどう
かはともかくも，EEC条約が商品自由移動の漸進的実現に向けて詳細な
規定を設けたという網羅性・体系性の論理と歴史的説明の論理とあわせみ
ると条約の内部論理から商品自由移動の原則性を説明するものとなってい
る。
B．欧州委員会によるEEC条約30条の解釈実行
EEC条約発効から1970年までの間，同等効果措置に関する学説上の議
論は低調であった。中心的に取組みを進めたのは欧州委員会であった。同
委員会は，構成国が移行期間中に撤廃すべき同等効果措置の概念を明確化
するため，EEC条約33条7項に基づく五つの委員会指令を採択した13。そ
の内，移行期間満了直前の1969年12月22日に採択された指令70／50号は欧
州委員会の解釈実行の到達点を示すものとして重要である。
同指令の欧州委員会は，主として輸入品に対する差別的措置が同等効果
措置に当たると解した。すなわち「輸入もしくはあらゆる取引段階におけ
る輸入産品の販売を，輸入産品に対してのみ要求される条件に服させる措
置，もしくは国内産品に要求される条件とは異なった，輸入品がみたすこ
13 1）Richtlinie 64/486/EWG, ABl. EG 134 vom 20.8.1964, S. 2253は，ドイツのじゃ
がいも輸入数量制限制の廃止を命令した。2）Richtlinie 66/682/EWG, ABl. EG 220
vom 30.11.1966, S. 3745は，国産品販売もしくは購入を輸出の要件とする措置の撤
廃を義務づけた。3）Richtlinie 66/683/EWG, ABl. EG 220 vom 30.11.1966, S. 3748
は，輸入品の使用禁止および国産品の使用義務を定める措置の撤廃を義務づけた。
4）Richtlinie 70/32/EWG, ABl. 1970, L 13/1は，公共調達における輸入品もしくは
他国民への差別措置の撤廃を義務づけた。5）Commission Directive 70/50/EEC of
22 December 1969 based on the provisions of Article 33 (7), on the abolition of
measures which have an effect equivalent to quantitative restrictions on imports and
are not covered by other provisions adopted in pursuance of the EEC Treaty [1970]OJ
L 13/29.
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とがいっそう困難であるような条件に服させる措置」をとくに同指令の対
象とした（2条2項1文）。そうした措置として2条3項 a号から s号ま
での13の範疇を列挙した。ダッソンヴィル定式は，差別的性格の有無を問
わずに輸入制限効果のある措置を同等効果措置とする。よって差別性の有
無に拘泥している限りで同指令の意義は少ない。
だが，同指令の欧州委員会は一定の無差別的措置が同等効果措置に当た
るという解釈をも示した。無差別的措置とは，指令の定義によれば「国内
産品と輸入産品に区別なく適用可能であり，当該措置がなければ生じた可
能性のある輸入を妨げる措置（国内産品の販売との対比において，輸入を
困難にし，もしくはより高費用にする措置を含む。）」である（2条1項）。
ただし，無差別的措置のすべてが同等効果措置に当たるとはしない。つま
り「商品の流通に関する措置（とりわけ形状，秤量，重量，組成，包装，
商品認識，加工に関するもの）であって，国内産品と輸入産品に区別なく
適用可能であり，かつ商品移動に対する制限的効果がかかる取引規制に固
有の効果を超えるもの」だけを撤廃すべき同等効果措置に含めた（3条1
段）。「制限的効果が〔関連〕取引規制に固有の効果を超える」のは，とり
わけ「商品自由移動の制限効果が，〔当該措置の〕追求する目的と無関係
である場合」および「同一の目的が，商品取引をもっとも妨げない他の手
段によって達成可能である場合」である（3条2段および立法理由10段）。
同指令の2条と3条を対照すれば明らかなように，同指令は，同等効果
措置の本質が輸入品差別にあるか，それとも構成国間通商に対する制限的
効果にあるかという点について折衷的立場を示す。差別か制限的効果かと
いう問題の立て方は1960年代後半から1970年代前半までの学説上の議論を
反映する14。当時は差別的措置限定説も有力であった。ザイデル（M.
14 VerLoren van Themaat, P. and Gormley, L. W., ‘Prohibiting Restriction of Free
Trade within the Community: Articles 30-36 of the EEC Treaty’ (1981) 3 Northwestern
J of Int’l L & Bus 577, 582は，フェアローレン・ファン・テマート（VerLoren van
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Seidel）は，同等効果措置の禁止範囲は国内立法権の制限という憲法問題
を含むとした上で，製品の技術的規制が各国ごとに相違するのは当然だと
いう評価から議論を起こす。たしかに各国規制の相違は，輸出国の技術規
格に適合的な商品が輸入国のそれには不適合であるとされて販売できない
事態をもたらす。それゆえ商品自由移動の妨げとなるが，しかし輸入国規
制を同等効果措置として禁止することは輸入国規制の空隙を生じさせてし
まうという点をザイデルは重視した。よって輸入国規制が差別的である場
合にのみ同等効果措置として禁止すればよく，規制の相違問題はむしろ各
国法の調和措置（現 EU運営条約114条）によって解決すべきだと主張し
た15。
しかし差別性のない措置が同等効果措置に当たるとされた事例はすでに
あった。エーラーマン（C.-D. Ehlermann，当時は欧州委員会に勤務）は，
その初出事例としてベルギーの硝酸アンモニウム最低窒素含有量の引上げ
事件（1961年）を挙げる16。ただし彼は，制限的効果のある無差別的規制
Themaat, P., ‘Bevat Artikel 30 EEG Verdrag slechts een non-discriminatiebeginsel ten
aanzien van invoerbeperkingen?’ (1967) SEW 632）が1967年に最初に制限的効果説
を唱えたという。この立場をとるのはさらに Ipsen, n. 10 above, 589.
15 Seidel, M., ‘Der EWG-rechtliche Begriff der “Maßnahme gleicher Wirkung wie eine
mengenmäßige Beschränkung”’ (1967) 20 NJW 2081, 2083; Graf, M., Der Begriff
“Maßnahme gleicher Wirkung wie mengenmäßige Einfuhrbeschränkungen” in dem
EWG-Vertrag (1972) 94-8. 制限的効果説をとることは構成国規制権限の制限となる
が，そうした共同市場の形成を重視した判例法理に対する真摯な批判は中村民雄
『イギリス憲法と EC 法─国会主権の原則の凋落』（東京大学出版会，1993年）
200-202頁。
16 Ehlermann, C. -D., ‘Die Bedeutung des Artikels 36 EWGV für die Freiheit des
Warenverkehrs’ (1973) 8 Europarecht 1, 9. ベルギーは肥料に含まれる硝酸アンモニ
ウムの窒素含有量を引上げる規制を導入した。この規制は一見したところ製品の生
産国による差別を行うものではない。しかし従来の同国向け輸出品は規制基準値以
下の窒素含有量であったため，輸出業者は同国向け特別品の生産を余儀なくされた。
実際に同国向け肥料輸出量は減少した。欧州委員会は EEC条約31条（同等効果措
置の新規導入を禁止）に基づいて規制の撤廃を求めた。ベルギーは当該規制の明確
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がすべて同等効果措置に当たるとまではいわない。その根拠として，無差
別的な技術的規制が一般に正当目的の措置に当たるという理由を挙げる。
また，広く無差別的措置が禁止対象の同等効果措置に当たるとした場合，
禁止の例外規定たる EEC条約36条（現 EU運営条約36条）によっては禁
止対象となる措置を正当化しきれなくなるおそれがあることを指摘する17。
それゆえエーラーマンは指令70／50号3条に示された折衷説を支持した。
同指令は，無差別的措置が同等効果措置に当たりうるとした点でダッソ
ンヴィル定式の成立に寄与した。しかし無差別的措置の評価は，結局，比
較衡量と比例性の問題に先送りした（3条）。こうして問題となる措置の
目的と効果の関係を考慮すべきだとした点で，かえって複雑な判断枠組み
を EEC条約30条の簡潔な規定に持ち込むことになった。そのことは，差
別説と制限説の対立構図を前提としつつ同等効果措置の概念と射程を問う
問題設定自体を改める必要があることを明らかにした。つまり欧州委員会
は，両説の対立を解消しつつ同等効果措置の概念内容を明らかにするとい
う当初の問題設定に従って検討を進めたが，しかし制限説を容れて無差別
的規制も同等効果措置に当たるとしたため，正当な無差別的措置を適切に
審査する判断枠組みはなにかというより大きな問題に突き当たった。この
問題は正当化と関連づけて考えざるを得ない。その一方で EEC条約上の
例外規定である36条の解釈として，例外規定は狭く解釈すべきであること，
また経済的事由に基づく義務の逸脱は36条を根拠として正当化できないこ
とはすでに確立していた18。それゆえ欧州委員会は例外の範囲を拡張させ
な根拠を示せず，これに応じた。その他の31条の適用事例の紹介は Ulmer, P.,
‘Zum Verbot mittelbarer Einfuhrbeschränkungen im EWG-Vertrag’ (1973) GRUR Int.
502, 503-4.
17 Ehlermann, n. 16 above, 5-6. 指令70／50号立法理由8段もまた「商品の流通に関
する措置であって，国内産品と輸入産品に区別なく適用されるものの効果は，通常
の場合，構成国によって適用されるさまざまな法令に帰せられるものであるがゆえ
に，基本的に数量制限の効果とは同等ではない」との評価を示す。
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るような大胆な解釈はとれなかった。結局，無差別的規制の評価問題を解
決しきれないまま残すことになった。ここに指令70／50号の限界があっ
た19。
C．関税と同等の効果を有する課徴金の禁止
関税と同等の効果を有する課徴金（以下「同等効果課徴金」）の内容と
範囲については，すでに60年代から欧州司法裁判所の判例が蓄積された20。
その判例は，第一に商品自由移動の原則化に寄与した点において，第二に
商品自由移動に対する障壁の規律規定を拡張的に解釈すべきだとした点に
おいてダッソンヴィル定式の成立基盤を形成した。
1．商品自由移動の原則化
EEC条約9条1項（現 EU運営条約28条1項に対応）によれば「共同
体の基礎は，すべての物品取引に及ぶ関税同盟である。関税同盟は，構成
国間における輸出入関税および同等の効果を有する課徴金の徴収禁止，な
らびに第三国に対する共通関税を含む」。ファンヘント・エン・ロース事
件（1963年）の欧州司法裁判所は，「9条の規定は，『共同体の基礎』と題
する EEC条約の第2部の冒頭に位置する21」ことを確認しつつ，関税同
18 Joined Cases 2/62 and 3/62 Commission v. Luxembourg and Belgium [1962] ECR
425, 432.
19 現 EU運営条約34条の適用に指令70／50号が与える今日的意義はわずかである。
Case 12/74 Commission v. Germany [1975] ECR 181, para. 14はそのことを示す。指
令70／50号は原産地呼称に関する規制を禁止対象に含めていなかった。ゆえにドイ
ツは，「ゼクト」という発泡酒の名称使用はドイツ原産品に限るという規制が EEC
条約30条の禁止対象に当たらないと主張した。欧州司法裁判所はこの主張を退けた。
その趣旨はこうである。指令70／50号に挙げられていなければ，数量制限および同
等の効果を有する措置には当たらないということにはならない。条約上の禁止はそ
れだけで効力があるのだから，指令は単なる解釈の一例にすぎないし，また条約規
定の効力を否定するものではない。
20 より網羅的な概観は小室程夫『EC通商法ハンドブック─ヨーロッパ保護貿易主
義の構造』（東洋経済新報社，1988年）1部2章。
21 Case 26/62 van Gend en Loos [1963] ECR 1, 12.
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盟が重要な規定位置を占めることを強調した。その9条は「最重要規定と
しての関税および同等の効果を有する課徴金の禁止を含む」。さらに「〔関
税新規引上げ禁止を命ずる〕12条は当該禁止を適用し，かつ明確化す
る22」。このように9条と12条の規定間の関係を定位すると，「〔12条の〕
当該禁止に対して可能な限り強い効力を与え23」るように解釈すべきだと
いう論理が成り立つ。関税引上げ禁止の絶対性と無条件性はこの重要規定
論の延長上に位置づけられる。その射程は，9条の文言に明らかなように，
関税と「同等の効果を有する課徴金」の禁止にも及ぶ。
9条の文言によれば重要規定論は同等効果措置の禁止には及ばないよう
にみえる。3条 a号は，しかし「商品の輸出および輸入における関税およ
び数量制限ならびに同等の効果を有するあらゆる措置を構成国間において
撤廃すること」を EECの活動分野のひとつに挙げた24。また判例上，商
品自由移動の原則として位置づけは早期に確立された。1962年の欧州委員
会対ルクセンブルクおよびベルギー事件判決の欧州司法裁判所は，レープ
クーヘン（Lebkuchen）の輸入許可を与える際に徴収される課徴金につい
て，「かかる慣行の広がりによって完全に空洞化されるであろう商品自由
移動の重要原則とは相容れない差別と保護を推定させるものである25」と
述べた。つまり商品自由移動の原則としての位置づけと関連規律規定の実
効性を重視した。この判断を同じく商品自由移動の原則規定である30条に
当てはめると，同条の適用範囲は広く解釈すべきだという見通しが成り立
つ。このように商品自由移動の原則化に寄与した点で，関税に関する判例
はダッソンヴィル定式成立の基盤を用意したといえる。
22 Ibid.
23 Joined Cases 2/62 and 3/62 Commission v. Luxembourg and Belgium [1962] ECR
425, 432.
24 現行 EU条約3条3項は域内市場の確立を EUの目的のひとつに数える。
25 Joined Cases 2/62 and 3/62 Commission v. Luxembourg and Belgium [1962] ECR
425, 432.
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2．「同等の効果」の文言解釈
EEC条約12条（現 EU運営条約30条1文が後継規定）と30条は，関税
と数量制限についてそれぞれ構成国の「同等の効果を有する」措置を禁止
した。両規定の共通点は同等性に着目する点である。規定上いかなる措置
との同等性が問われるかは明らかである。しかし次の点については解釈問
題を生ずる。すなわち，関税と数量制限の効果はなにか，またいかなる目
的に照らして，どのような判断基準によって同等性を判断すべきかという
点である。
EECはまず関税障壁撤廃に着手した。それゆえ同等効果措置よりも同
等効果課徴金に関する判例の方が早くに形成された。その最初の事件が
1962年の欧州委員会対ルクセンブルクおよびベルギー事件である。同事件
の欧州司法裁判所は同等効果課徴金を次のように定義した。「名称および
徴収の態様とは関係なく，輸入に際してもしくは輸入後に一方的に課され
る負担であって，同種の国内産品には関連しないが，他の構成国から輸入
される商品に特定的に関連し，他構成国産品をより高価なものとし，こう
して商品自由移動に対して関税と同等の効果を及ぼすものであると解して
相当〔な公課〕である26」，と。すなわち徴収金の名称および徴収の態様
は無関係であること，および「関税と同等の効果」とは輸入品に対する差
別的効果と輸入品をより高費用にする効果であることを明らかにした。
同等効果課徴金に関する上記の解釈問題に対していっそう明確な答えを
与えたのは1969年のイタリア統計料事件判決である。イタリアは，輸出入
統計の作成という目的からイタリア国内外への貨物等の越境に対して10リ
26 Ibid. そう解した理由は同等効果課徴金禁止の趣旨に求められる。すなわち，EU
域内における「関税の禁止の必要的補完概念」としての「関税と同等の効果を有す
る課徴金は……〔関税以外の〕他の名称で登場したり，その他の潜脱的手続によっ
て導入されるが，しかし関税と同様の差別的もしくは保護主義的効果を有するあら
ゆる措置を禁止するという条約起草者の意思」を反映するものである。
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ラの統計料を徴収していた。この金銭徴収が同等効果課徴金に当たるかど
うかが問われた27。被告イタリアは次のように抗弁した28。統計料は統計
資料収集のための手数料にすぎず，徴収金額はきわめて少額である。よっ
て市場を混乱させるような影響は及ぼさない。統計料は，輸出入量の把握
という正当な目的を追求する制度である。しかも当該制度は統計情報の提
供サービスという利益を取引業者にもたらしており，むしろ各国市場間の
相互参入を容易にする。その徴収は，国産品と輸入品に関して区別なく行
われるので，輸出と比べて輸入を高費用にする性質や保護主義的性質はも
たない，と。問題は，同等効果課徴金に当たるかどうかを判断する際に，
輸入をより高費用にするという基準に依拠すればよいか，あるいはイタリ
アの主張するように金銭徴収の目的の正当性や，輸出入を妨げる性質の強
弱，および保護主義的性格の有無を考慮すべきかである。
欧州司法裁判所はイタリアの抗弁をすべて退けた29。
関税の禁止を同等の効果を有する課徴金に拡張したことは，関税から
生ずる通商障壁の禁止を完全かつ実効的にすることを意図したもので
ある。関税および関税と同等の効果を有する課徴金という相互に補い
合う二つの概念を用いることによって意図したのは，構成国間の貿易
において，共同体域内の商品移動が国境を超えるがゆえの金銭的負担
にさらされることの回避である。……たとえわずかな額であるにせよ，
輸出入商品に対して国境を越えることを理由として一方的に課せられ
る金銭的負担は，本来の意味における関税でない場合，たとえ国家の
27 本件の原告の欧州委員会は，輸出関税と同等の効果を有する課徴金を問題にした。
それは当時，EEC条約13条1項および2項が無条件に適用される規定となってい
なかったからである。しかし移行期間満了に伴って輸入関税および同等の効果を有
する課徴金も適用可能となった。e.g. Case 33/70 SACE [1970] ECR 1213.
28 Case 24/68 Commission v. Italy [1969] ECR 193, 197-8.
29 Ibid., paras 8-9.
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ために徴収されず，差別的もしくは保護主義的効果を持たなくとも，
あるいは負担を課せられる商品が国内産品と競争関係に立っていなく
とも，以上の理由から名称や徴収の態様を問わず……関税と同等の課
徴金に当たる。
ここに明らかなように，同等効果課徴金の禁止目的は，「共同体の基礎」
たる関税同盟の確立という最初期判例の立場から一歩進めて，商品の自由
な越境移動を完全に実現するという点に移っている。また関税の効果につ
いては，輸入品に対する差別的効果説を放棄し，もっぱら商品の越境に対
して金銭的負担を及ぼす効果だとした。この効果の有無が同等性判断基準
であり，商品の越境に基づいて課される金銭に関して，金銭徴収目的，徴
収金額，保護主義的・差別的効果および貿易効果の程度はすべて考慮する
必要がないとした30。
こうした判示の根底にある考え方を要約すればこうであろう。「共同体
の基礎」たる商品自由移動原則には，条約上，強い効力が与えられている。
「同等の効果を有する」課徴金の禁止は関税の一般的かつ絶対的禁止の潜
脱を防ぐ趣旨である。禁止対象該当性の判断に当たって重要な点は，条約
によって意図された各国間の経済的相互浸透を困難にするという効果の有
無であって，その他の事実は無関係である31。この論理を，数量制限と
「同等の効果を有する措置」に当てはめれば，構成国間通商に対する制限
効果が間接的もしくは潜在的であれ具わっている措置は禁止対象に含まれ
るというダッソンヴィル定式の解釈が導かれる32。こうした論理の範型を
30 須網隆夫『ヨーロッパ経済法』（新世社，1997年）85頁。
31 Weiler, J. H. H., ‘Epilogue: Towards a Common Law of International Trade’ in
Weiler, J. H. H. (ed.), The EU, the WTO, and the NAFTA: Towards a Common Law of
International Trade? (2000) 205-6.
32 そうした解釈を採用するのは Ipsen, n. 10 above, 589. さらにダッソンヴィル事件
のトラブッキ法務官（A. Trabucchi）も同じ見解をとった。Opinion of AG
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用意した点で同等効果課徴金に関する判例はダッソンヴィル定式成立の基
盤を整えたといえる。
D．競争法の発展
EEC条約85条は事業者間の競争制限的合意を，同86条は支配的地位の
濫用を禁止した（それぞれ現 EU運営条約101条および102条）。両規定の
実施・適用権限は1962年の規則17号33が欧州委員会に与えた。委員会実行
と欧州司法裁判所判例は，EEC条約85条が共同市場の地理的分割協定を
厳格禁止することを明らかにした。また欧州司法裁判所は，競争法の適用
範囲を画す構成国間通商条項についてダッソンヴィル定式にきわめて類似
した解釈定式を示した。よってダッソンヴィル事件以前の競争法の発展は，
ダッソンヴィル定式成立の基盤を形成したといえる。
コンスタン・グルンディヒ事件の欧州司法裁判所は，欧州委員会の下し
た競争法違反認定決定に対する取消訴訟を初めて扱った34。同事件では絶
対的地域的保護をもたらす垂直的協定が問題となった。ドイツの電気製品
生産者グルンディヒ（G）とフランスの一手販売業者コンスタン（C）が
締結した協定によれば，ⅰ）Gは Cのフランスにおける一手販売権を認
め，フランスの他の業者に対して製品を供給しない。ⅱ）Cはフランス域
外を仕向地として販売しない。ⅲ）さらに Gはフランスにおける G製品
の商標を Cに登録させる。これにより Cは，フランス以外からの G商標
品の輸入に対して商標権行使によって輸入差止めを請求できることになっ
た。以上の結果，Cは，他国からの商品流入による競争圧力を免れつつ，
フランスにおける独占的販売権を得て G製品価格を支配できる地位に立
Trabucchi in Case 8/74 Dassonville [1974] ECR 855, 860. ただし同等効果課徴金と同
等効果措置は禁止対象とする措置が大きく異なっており，両者は同列に扱えないと
する Ulmer, n. 16 above, 506の批判がある。
33 Regulation No 17: First Regulation implementing Articles 85 and 86 of the Treaty, OJ
English spec. edn, Ser. I Vol. 1959-1962, p. 87.
34 同事件の解説は中村・須網（前掲註3書）269-278頁。
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った。欧州委員会は当該協定が85条1項違反であると認定した。Gと C
（原告）は，この欧州委員会決定の取消を欧州司法裁判所に求めた。
一般に垂直的協定の競争制限性は水平的協定のそれよりも低いとされる。
そこで原告らは垂直的協定には85条1項の適用がないと主張した35。この
主張を退ける理由のひとつとして欧州司法裁判所は次のように判示した36。
生産者と流通業者の間に締結された協定であって，構成国間の通商に
国家単位の障壁を復活させるものは，共同体の最も基本的な目標の達
成を妨げるものとなりかねない。EEC条約は，前文と本文によれば
構成国間の障壁の撤廃を目的としており，かかる障壁の再出現に対し
て一連の厳格な規定によって対抗している。事業者らがそのような性
質の障壁をあらたに構築することを当該条約が許容するはずがない。
EEC条約85条1項はこの目的を追求するものであって，経済活動の
異なる段階にある事業者同士の合意の場合に対してもそうである。
ここでは協定の垂直的・水平的の別はまったく問題とされていない。条
約は「構成国間の障壁の撤廃を目的」とするのだから，この目的に反して
「構成国間の通商に国家単位の障壁を復活させる」ような事業者間合意に
当たるか否かという点が問題なのである。こうした協定は「共同体の最も
基本的な目標の達成を妨げる」性質をもつから，条約が厳格禁止したとい
う。ここで欧州司法裁判所の行ったことは，構成国間の通商に国家単位の
障壁を設けることは許されないという高次の原則を置き，その高次原則の
実施規定として構成国間通商の障壁を厳格禁止する一連の規定を位置づけ
るという，条約規定の体系化作業である。そうした一連の規定には，もち
ろん同等効果措置を禁止する30条が含まれる。よってコンスタン・グルン
35 Joined Cases 56/64 and 58/64 Consten/Grundig [1966] 299, 307-8, 339.
36 Ibid., 340.
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ディヒ事件の欧州司法裁判所は，30条が構成国間通商の障壁を厳格禁止す
る規定だとする解釈を先取りしたのであり，この点でダッソンヴィル定式
の基盤を整えたといえる。
同事件判決が30条の拡張的解釈の基盤を提供していると考えられるもう
ひとつの点は競争法における構成国間通商条項の解釈である。85条は「構
成国間通商に影響を与える（which may affect trade between Member
States）」競争制限的合意に対して適用される（なお市場支配的地位の濫
用を禁止する同条約86条も同様の文言を含む）。構成国間通商条項は競争
法の適用範囲を「構成国間通商に影響を与える」範囲に限定することによ
って，構成国競争法の適用範囲を画定する機能を果たす37。では，構成国
間通商に影響を与えるかどうかは，いかなる基準によって判断すべきか。
欧州司法裁判所は次のように判示した38。
当該合意が，直接的であれ間接的であれ，現実的であれ可能性として
であれ，統一的な国際市場という目的の実現を害しうる方法で構成国
37 構成国間通商条項は，国内的な競争に影響を与えるにすぎない行為を競争法の適
用範囲外に置く。それゆえ競争法の適用においては些事不採議の法理（de minimis
rule）の適用がある。e.g. Case 5/69 Völk v. Vervaecke [1969] ECR 295. フェルク社
（Völk）は，洗濯機を製造するドイツの零細会社であった。同社はベルギーのフェ
ルファッケ社（Vervaecke）と排他的流通契約を締結した。同契約はフェルファッ
ケ社が一定数のフェルク社製品を購入すべき義務を定めた。この義務が履行されな
かったため，両社間に紛争が生じた。ミュンヒェンの上級地方裁判所は，フェルク
社製品が販売されているベルギーの小規模な地理的関連市場を，EU運営条約101
条の適用上，考慮すべきかどうかを問うた。フェルク社製品のドイツ市場における
占有率は1％にも満たず，ベルギーにおける年間販売台数は約200台にすぎなかっ
た。欧州司法裁判所は，「関連の契約が，構成国間の単一市場という目的の達成に
対して害悪を及ぼす程度に，構成国間通商の傾向に対して直接的もしくは間接的に，
現実的もしくは潜在的に影響を与えることが合理的に期待される」かどうかを審査
すべきだと述べた。
38 Joined Cases 56/64 and 58/64 Consten/Grundig [1966] 299, 341.
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間通商の自由を脅かす性質を有するかどうかが，……とりわけ問題で
ある。
またソシエテ・テクニーク・ミニエール事件の同裁判所によれば39
事業者間の合意が構成国間取引に影響を与えうるとするためには，問
題となる合意が，直接的もしくは間接的に，現実的もしくは潜在的に，
すべての構成国における単一市場の実現という目的を害しうる程度に
構成国間取引の様式（pattern）を害しうることが，法および事実に
関する客観的諸要素を基礎として，十分な蓋然性をもつ程度において
予見可能でなければならない。
かように構成国間通商に影響を与えるかどうかは緩やかに判断されてい
る40。ここで注目すべき点は，構成国間通商条項の解釈にダッソンヴィル
定式の雛形がすでにみられることである。競争制限的合意を「構成国によ
って制定された通商規則」へ，「統一的な国際市場という目的の実現を害
しうる方法で構成国間通商の自由を脅かす性質」を「構成国間通商を……
制限しうる性質」へ置き換えることによって，構成国間通商条項の解釈が
ダッソンヴィル定式に引き継がれた。なぜ引き継がれたのだろうか。上記
の引用判例は，事業者間の合意について競争法の適用範囲を広く及ぼした。
それにもかかわらず30条の適用範囲を狭めるならば，共同市場の創設を目
39 Case 56/65 Société Technique Minière v.Maschinenbau Ulm GmbH [1966] ECR 281,
303.
40 ひとつの国の中で行われている経済活動であっても，事業者の行為が，構成国間
取引を直接的もしくは間接的に，現実的もしくは潜在的に影響を及ぼしうるもので
あれば，構成国間通商条項によって競争法の適用対象となる。Case 22/78 Hugin
[1979] ECR 1869; Commission, Guidelines on the effect on trade concept contained in
Article 81 and 82 of the Treaty [2004] OJ C 101/81, 83, paras 19-22.
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的とした EEC条約に関する明らかに一貫性を欠く解釈となってしまう。
しかも構成国は主権的な規制権限を有しており，構成国間通商に対して事
業者よりも強力かつ広範な影響を与える地位に立つ。そうであればなおさ
ら構成国の規制措置の規律規定である30条の適用範囲を狭めるような解釈
はとれない。
以上に，ダッソンヴィル定式成立の基盤としての競争法をみることがで
きる。
Ⅲ．ダッソンヴィル事件
1970年以降，EEC条約30条は直接効果をもつようになった。その後，
ダッソンヴィル事件まで，同条関連の事件は二件あった。ドイチェグラモ
フォン事件では著作権隣接権に基づく並行輸入阻止が36条に基づいて正当
化されるか否かが中心的争点となった41。国際果実会社事件の争点は，
EEC域外国からの輸入の免許制が同等効果措置に当たるか否かであった。
欧州司法裁判所は，免許がほぼ自動的に与えられるとしても，輸入を妨げ
る効果がある以上，輸入免許制は30条にいう同等効果措置に当たると述べ
た42。ただし域外国から構成国への輸入に関して30条の解釈をいうのは不
適当であり，これは傍論にすぎない。こうして初めて1974年のダッソンヴ
ィル事件において同等効果措置の概念定義が正面から問われた。その答え
がダッソンヴィル定式である。なぜこの事件において欧州司法裁判所は同
定式を示したか。また上記（Ⅱ）に示した基盤に照らして本件事実を評価
した場合，同定式が論理的に導かれるか。以下検討する。
41 Case 78/70 Deutsche Grammophon [1971] ECR 487.
42 Joined Cases 51/71, 52/71, 53/71 and 54/71 International Fruit Company [1971]
ECR 1107, paras 8-9.
120 専修法学論集 第122号
A．同事件の事実と当時の確立判例との関連性
本件はベルギーへのウイスキー（以下「関連商品」と略）の輸入に伴っ
て生じた。ベルギーは，原産地表示を保護するため，原産地呼称の適法使
用を示す原産国発行の証明書を商品に付するという輸入要件を課した。こ
うして上記ベルギー法は，原産国イギリスの発行した原産地証明書を付し
てスコッチウイスキーを輸入するよう求めたのに，ダッソンヴィル父子
（被告人ら）は付さずに輸入した。結果，刑事訴追された。国内裁判所は
上記輸入要件が同等効果措置に当たるか否かを欧州司法裁判所に質問した。
1．競争法
本件の事実はコンスタン・グルンディヒ事件のそれと類似点がある。被
告人らの輸入は次の経路で行われた。まずフランスの正規輸入代理店は，
関連商品を原産国イギリスからフランスに適法に輸入した。その商品を被
告人らは購入した。次いでベルギーに輸入した。ベルギーでは一手販売業
者がイギリスから関連商品を輸入していた。つまり被告人らは，フランス
から関連商品を一手販売業者とは異なる流通経路を通じてベルギーに並行
輸入した43。ここに，同じく並行輸入が問題となったコンスタン・グルン
ディヒ事件との類似点がある。しかもベルギーの一手販売業者は本件の国
内刑事訴訟手続において付帯私訴を提起し，被告人の「違法な」輸入から
生じた損害の賠償を求めた。
コンスタン・グルンディヒ事件の欧州司法裁判所は，並行輸入を阻止す
る事業者間協定（販売業者の越境的販売・購入の禁止，および販売業者名
義の商標権登録を定めることによって絶対的地域的保護を与える協定）が
競争歪曲的であると評価した。なぜなら，当該協定のもたらす帰結として
43 被告人らは，欧州司法裁判所における口頭弁論に際して次の事実を指摘した。同
父子は輸入したスコッチウイスキーをそれぞれ294ベルギーフランと250ベルギーフ
ランで小売販売した。それに対して輸入代理店の販売価格は315ベルギーフランと
305ベルギーフランであった。Case 8/74 Dassonville [1974] ECR 837, 850.
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「フランス市場は隔絶され，〔協定の対象〕製品についてあらゆる実効的な
競争から遮断されて価格設定が可能になる44」点で，かかる協定は「共同
体において各国別の市場を人為的に維持することを目的としたものであっ
て，それゆえに共同市場における競争を歪曲する45」からである。本件被
告人らも一手販売業者がウイスキーの並行輸入を阻止し，自社販売地域の
絶対的地域的保護を確立する目的のみから付帯私訴を行っているにすぎな
いと主張した46。
たしかにダッソンヴィル事件の並行輸入阻止は事業者間合意に基づくも
のではない47。本件の並行輸入阻止が可能となったのは，問題の輸入要件
が被告人らの輸入行為を違法とし，さらにこの違法評価を前提としてベル
ギーの一手販売業者が付帯私訴を提起できるとしたからである。だが競争
制限と輸入要件は無関係ではない。両者の関係について，ベギュラン事件
の欧州司法裁判所は「一手販売契約が，当該契約と不正競争に関する国内
法との相乗効果のゆえに，他の構成国からの契約上の販売地域への並行輸
入を阻止可能とする場合，構成国間通商に影響を与えうるし，また競争を
阻害する効果を持ちうる48」と述べた。そのような相乗効果を本件の輸入
要件も生じさせている。よって，競争法が共同市場の地理的分割協定を厳
格禁止した以上，関税以外の規制措置を規律対象とする30条は，少なくと
も上述の相乗効果をもたらすような国内法の適用を禁止範囲に含めるよう
に解釈しなければならないことになろう。
44 Joined Cases 56/64 and 58/64 Consten/Grundig [1966] 299, 343.
45 Ibid.
46 Case 8/74 Dassonville [1974] ECR 837, 840-1.
47 国内裁判所の第二問は，スコッチウイスキー製造業者と販売業者の協定が競争法
違反かどうかを問うた。この質問は詳細な事実認定や証拠評価を前提として答えら
れる性質のものであり，裁判所は一般論を述べるにとどめている。Ibid., 10-5.
48 Case 22/71 Béguelin Import Co. [1971] ECR 949, paras 14-5.
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2．同等の効果
共同市場の確立の観点から，並行輸入の阻止を可能とする本件輸入要件
に対して30条の規律を及ぼそうという基本的立場をとったとき，次に数量
制限と「同等の効果」とはなにかという問題に突き当たる。この問題は，
本件輸入要件による貿易制限の程度と性質に関する評価という本件特有の
問題を踏まえた上で，同等効果措置の解釈論をどのように組み立てるかと
いう二重構造の問題をなす。本件の当事者および法務官の間で輸入要件に
よる貿易制限の程度と性質に関する評価は大きく異なった。
被告人らによれば，問題の輸入要件は，ベルギー法同様の規制がない原
産地国以外の他国（ここでは原産地証明書を付属させて商品を流通させる
べき義務のないフランス）からベルギーへの輸入を遮断し，各国市場を分
断する。また，輸入要件がなければ行われたであろう輸入を妨害する49。
よって同等効果措置に当たる50。すなわち，輸入要件が輸入妨害効果を生
じさせていることが決定的であり，差別的性質の有無や構成国間の法の相
違という妨害効果の原因は無関係だという立場である。法務官は，被告人
らのような並行輸入業者がベルギー法所定の書類を提出することは困難だ
と指摘した上51，商品自由移動が条約上の重要原則であることに鑑みて，
「輸入要件が数量制限とは区別されるとしても，その適用範囲という背景
に照らしてみた場合に，特定の商品群の構成国間通商を著しく妨げる性質
をもつ場合は，原則として同等効果措置とみなされなければならない52」
と述べた。輸入要件が並行輸入業者の輸入活動を「著しく」妨げるという
現実的機能を果たすので，同等効果措置を構成するという評価である。
同等効果措置には当たらないという主張はどうか。イギリスは，同等効
49 Ibid., 842.
50 Case 8/74 Dassonville [1974] ECR 837, 840.
51 Opinion of AG Trabucchi in Case 8/74 [1974] ECR 855, 858.
52 Ibid., 860.
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果措置に当たるというためには輸入要件から生ずる「潜在的な」妨げがあ
るだけでは足りず，（ウイスキー12本の輸入が問題となった本件ではなお
さら）数量的な制限という量的な基準に基づいて同等効果措置の成否を判
断すべきだとする53。貿易制限の結果に着目しつつ，規制措置の「潜在
的」貿易制限的効果では足りないとする点が特徴的である。一手販売業者
は，輸入要件には差別的性格が認められず，国ごとに原産地呼称の保護法
制が異なるのは当然だから，輸入妨害効果はあるとしても「付随的」にす
ぎないという54。ベルギーは原産地保護が輸入要件の目的であり，輸入制
限は，あるとしても「間接的」であるという立場をとった55。
欧州司法裁判所は輸入要件による貿易制限の程度と性質に関する以上の
見解のいずれにも与せず，またいずれをとっても輸入要件が同等効果措置
に包摂されるように30条を解釈した。これがダッソンヴィル定式である。
裁判所は，被告人らが本件輸入要件に従って輸入しようとする場合の困難
を次のように指摘した56。
……フランスにおいてすでに自由流通状態にあったウイスキーをベル
ギーに輸入しようとする取引業者は，製造国から直接に輸入する輸入
業者と比べて，著しい困難を伴わなければ上記証明書を入手できない。
本件裁定理由の中で事実の評価といえるのは唯一この部分であり，それ
が続く第5段（＝ダッソンヴィル定式）を支える直接的論拠となっている。
ここでは輸入要件の対輸入品差別性，規制の保護主義的性格，輸入制限の
量，輸入規制を目的としない規制から生ずる貿易制限効果の間接性はいず
53 Case 8/74 Dassonville [1974] ECR 837, 844.
54 Ibid., 843.
55 Ibid., 848.
56 Ibid., para. 4.
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れも問題とされていない。唯一，自由流通状態にある商品の輸入を事実上
困難にさせているか否かに着目している。ここに，商品の越境に基づいて
課される金銭に関して，金銭徴収目的，徴収金額，保護主義的・差別的効
果および貿易効果の程度はすべて考慮する必要がないとした同等効果課徴
金に関する判例の反映を見る。同等効果課徴金との相違点は，数量制限と
同等の効果の場合には輸入国規制の適用によって輸入を事実上困難にさせ
る効果が付け加わった点に尽きる。こうして輸入要件に関する当事者のさ
まざまな評価のいずれをとろうとも，輸入要件が同等効果措置に当たると
いう点は動かせなくした。
B．指令70／50号の残した問題の解決
輸入品と国産品を区別しない規制措置は正当目的を帯びることがあり，
そうした無差別的規制を適切に審査する判断枠組みはなにかという問題は
指令70／50号が未解決のまま残した。まさにこの問題が本件に現れた。ベ
ルギーは，輸入要件が原産地表示の国際的保護，国民の健康保護および製
品の品質確保という正当目的を追求しており，また取引業者の国籍とは無
関係に適用される無差別的規制に当たるという理由を挙げることによって，
輸入要件が同等効果措置に当たらないと主張した57。先決裁定を求めた国
内裁判所もまた「工業的および商業的所有権の保護」（EEC条約36条）を
理由とした本件規制の正当化可否を質問した。しかし，ダッソンヴィル定
式によって貿易制限的効果のある措置が同等効果措置に当たると明確に判
示した以上，ベルギーのいう正当事由を評価しようとすれば，違法な同等
効果措置の正当化の問題として考えざるを得ない。
欧州司法裁判所は原則と例外の判断枠組みの提示を試みた58。
製品の原産地呼称の真正性を消費者に対して保証する共同体規則を欠
57 Ibid., 846.
58 Ibid., para. 6.
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いている限り，構成国は，この分野における不公正な行為を取締るた
め措置をとることができる。しかし，そのような措置が許されるのは
次のような条件下でのみである。すなわち，とられた措置が合理的で
あり，かつ，要求される証明が構成国間通商の妨げとならないこと，
すなわち各国民の提示しうるものであることである。
裁判所は，まず EU二次立法が制定されない限りにおいて通商を規制す
る権限は構成国に残存するとし，構成国の規制権限を確認した。この残余
原則の帰結として，構成国は「製品の原産地呼称の真正性を消費者に対し
て保証する」権限を適法に行使でき，また「不公正な行為を取締るための
措置」をとることができる。ただし構成国の措置が合理的（reasonable）
であること，および輸入要件の求める原産地証明書類が構成各国民にとっ
て容易に入手可能であることが，正当規制に当たるという EU法の評価を
受けるためには求められる。
しかし指令70／50号の提起した問題の大きさに照らせば，上記の判断枠
組みは萌芽的解決にすぎない。それは1979年のカシス・ドゥ・ディジョン
先決裁定において明示されることになる。
バーナード（N. Bernard）は，本件以降カシス先決裁定までの間の判例
についてダッソンヴィル定式を文字通りに適用して広範囲の各国規制を審
査するようには運用されておらず，同定式の本格的運用はカシス先決裁定
（＝貿易制限的効果は認められるが，無差別的な製品規制は強行規制とし
て正当化されるとした判例59）以降ようやく始まったと指摘する60。ダッ
ソンヴィル定式は同等効果措置の射程を広くとったが，その限界づけと，
59 Case 120/78 Cassis de Dijon [1979] ECR 649, para. 8.
60 Bernard, N., ‘On the Art of Not Mixing One’s Drinks: Dassonville and Cassis de Dijon
Revisited’ in Maduro, M. P. and Azoulai, L. (eds), The Past and Future of EU Law: The
Classics of EU Law Revisited on the 50th Anniversary of the Rome Treaty (2010) 456-64.
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各国規制の合理性を評価する判断枠組みもまた同時に問われることとなっ
た。同定式は1970年代中頃までの共同市場創設時代の法の到達点であると
同時に，法に基づく秩序ある規制緩和の実現というあらたな問題の始まり
でもあった。
Ⅳ．結論
EU域内通商法は，ダッソンヴィル定式をあたかも完結した法規のごと
く読み，繰り返し参照するという判例運用を支えとしている。その定式は，
EEC条約発効からダッソンヴィル先決裁定までの間にいかなる基盤が整
えられた結果，成立したか。本論文ではこの問題を検討した。
その結果を要約する。
EEC条約は共同市場の漸進的創設の制度を定めていたことから，商品
自由移動の原則化と関税同盟の創設は順調に進んだ。1966年の閣僚理事会
決定66／532号は共同市場創設への政治的推進力を与えた。条約は数量制
限および同等効果措置の新規導入を即時に禁止しており，さらに欧州委員
会に同等効果措置に関する解釈指令を採択する権限を付与していたため，
欧州委員会は同等効果措置の撤廃に関する実行の蓄積を示すことができた。
欧州司法裁判所の側では，同等効果課徴金の概念に関する厳格な解釈，共
同市場の地理的分割協定の競争法による厳格禁止，および競争法における
構成国間通商条項の幅広い解釈をすでに確立させていた。ダッソンヴィル
定式は，以上の成立基盤によってすでに指し示されていたのであって，
ダッソンヴィル事件も同定式を示すのに好適な事案であった。
裁判所の法解釈によって貿易自由化を進めて許される条件基盤に関して
検討から一般論をいえるか。筆者は，ダッソンヴィル定式の成立基盤に照
らしてみた場合，そこで裁判所が置かれていた状況は特殊な事例に当たる
と考える。よって一般論の提示は現時点では差し控える。ただし同定式は，
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欧州司法裁判所の司法積極主義の産物というよりも，他の機関および国内
裁判所との相互協力関係の下で，既存の法によって先取りされていた原則
を EEC条約30条の解釈に移植した漸進的な法の発展であったと考えるべ
きであろう61。
61 ワイラー（Weiler, J. H. H., ‘Community, Member States and European Integration:
Is the Law Relevant’ (1982) 25 JCMS 39, 40）は欧州裁判所を次のように形容した。
「裁判所は，制度固有の複雑な規則の解釈および違反事件の司法的解決を委ねられ
てきた閉じた自己参照型の技術的制度の機関（the organ of a closed self-referring
technical system）」とみなされてきた」，と。
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